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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）が設計用地震力に対して

十分な構造強度，動的機能及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評

価は応力評価及び機能維持評価により行う。 

また，常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）のうち間接支持構造物である車両が設計用地震力

に対して十分な支持機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応力評価及び

機能維持評価により行う。 

常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源

装置車両 

（No.1～No.5） 

コンテナ 

（発電装置本体，遮断機盤）

コンテナを車両フレームに

取付ボルトにて固定する。 
図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 

図 2-4 
フレーム 

（トレーラ） 

・車載設備の自重を支持す

るフレームをサスペンショ

ンを有する車両に設置す

る。 

常設代替高圧電源

装置内燃機関

（No.1～No.5） 

4 サイクル空冷直接噴射式 16

気筒ディーゼル機関 

車載式の内燃機関は，発電

機との共通台板に取付ボル

トにて固定する。 

図 2-5 

図 2-6 
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図 2-1 常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の構造図 

 

 

図 2-2 常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）のフレーム概略図 

  

コンテナ（発電装置本体） コンテナ（遮断器盤） 

フレーム 
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図 2-3 コンテナ（発電装置本体）取付ボルト配置図 

 

 

図 2-4 コンテナ（遮断器盤）取付ボルト配置図 

  

  

取付ボルト

ツイストロック 

  

   
取付ボルト 
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図 2-5 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の配置図 

 

 

 

図 2-6 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の構造図 
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2.2 評価方針 

間接支持構造物である常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の機能維持評価は，添付書

類「Ⅴ-1-2-9 機能維持の基本方針」にて設定した支持機能維持の方針及び荷重の組合せ並び

に許容限界に基づき，「2.1 構造の説明」にて示す常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）

の部位を踏まえ，「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，「5. 車両の評価」

の「5.1 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の機能維持評価は，間接支持構造物として

十分な支持機能を有していることを，「5. 車両の評価」の「5.2 機能維持評価」にて示す

方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の耐震評価フローを図 2-7 に示す。 

 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-1-2-9 機能維

持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の

説明」にて示す内燃機関の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に作用する応

力等が許容限界内に収まることを，「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，

「6. 内燃機関の評価」の「6.1 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-1-

2-9 機能維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度

が機能確認済加速度以下であることを，「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を

用い，「6. 内燃機関の評価」の「6.2 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実

施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震評価フローを図 2-8 に示す。 
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図 2-7 常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の耐震評価フロー 

  

加振試験 
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構造強度評価 
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図 2-8 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震評価フロー 

  

加振試験 
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3. 耐震評価箇所 

間接支持構造物である常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の耐震評価は，自重を支持し

ている車両のフレーム，車両部（コンテナ台板，コンテナ取付ボルト）のうち断面積の最も小さ

く，応力評価上厳しくなるコンテナを固定するボルトであるコンテナ取付ボルトを評価対象部位

とする。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる取付ボル

トを選定して実施する。 
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4. 車両の加振試験 

地震時に車両に発生する各機器頂部の応答加速度及び機能維持確認済加速度を求めるため，加

振試験を実施する。 

 

4.1 基本方針 

重大事故等に対処するための機能を保持するために，車両全体として安定性を有し，転倒し

ないこと，主要な構造部材が必要な構造強度を有すること及び支持機能，動的及び電気的機能

が保持できることを加振試験の結果を踏まえて評価することから，以下の「4.3 入力地震動」

に示す入力地震動を用いて，加振試験を実施する。なお，加振台の最大床加速度を機能確認済

加速度とする。 

 

4.2 試験構成 

図 2-1 に示す常設代替高圧電源装置車両全体を固縛装置にて固定した状態で加振台に設置す

る。 

 

4.3 入力地震動 

入力地震動は，常設代替高圧電源装置置場における地盤条件を考慮し，常設代替高圧電源装

置置場における基準地震動を包絡するスペクトル特性を有する時刻歴波とする。 

 

4.4 許容限界 

機能確認済加速度を求める際，車両全体として安定性を有し，転倒しないこと，また，車両

に搭載している発電装置の発電機能並びにこの駆動源となる内燃機関等の動的及び電気的機能

が保持できることを許容限界として設定し，加振試験後にこれらを確認する。 

 

4.5 加振試験結果 

加振試験結果により得られた各機器頂部の最大応答加速度を表 4-1 から表 4-6 に，また機能

維持確認済加速度を表 4-7 に示す。 

  



 

10 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
1-
1
 
R
0 

 

表 4-1 コンテナ（発電装置本体）頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 32.5 

鉛直 27.2 

 

表 4-2 コンテナ（遮断器盤）頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 57.5 

鉛直 43.2 

 

表 4-3 内燃機関頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 27.9 

鉛直 36.9 

 

表 4-4 燃料油サービスタンク頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 34.5 

鉛直 22.8 

 

表 4-5 発電機頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 34.0 

鉛直 25.2 

 

表 4-6 制御盤頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 27.0 

鉛直 27.2 

 

表 4-7 機能維持確認済加速度 

項目 最大応答加速度（×9.8 m/s2） 

水平 1.37 

鉛直 1.41 
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5. 車両の評価 

常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）のうち間接支持構造物である車両について，その支持機

能が地震時に維持されることを確認する。 

 

5.1 応力評価 

5.1.1 基本方針 

(1) コンテナ取付ボルトの解析モデルは，1 質点系モデルとし，コンテナの重心位置に「4. 

車両の加振試験」で得られた各コンテナ頂部の最大応答加速度の 1.2 倍が作用するものと

する。 

 

(2) 車両のフレームの解析モデルは，2 点支持はりモデルとし，「4. 車両の加振試験」で

得られたコンテナ（発電装置本体）頂部の最大応答加速度の 1.2 倍の加速度によりフレー

ムに作用する分布荷重による応力を理論式により求める。 

はりモデル化にあたっては，発生応力が保守側となるよう車両前方の片端支持部を考慮

しないものとする。 

 

(3) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する

際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

但し，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(4) 応力計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置

場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定

した入力地震動を用いて実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，各コンテナ頂部に

おける最大応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

5.1.3 荷重の組合せ及び許容応力 

5.1.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の荷重の組合せ及び許容応力状態につい

て，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-1 に示す。 

 

5.1.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の許容応力を表 5-2 に示す。 

 

5.1.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の使用材料の許容応力評価条件のうち重
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大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-3 に示す。 
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表 5-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置車両 

（No.1～No.5） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5-2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト以外） 

許容限界＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  1.5・ｆｃ
  1.5・ｆｂ

  1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  

  注記 ＊1：「鋼構造設計規準 ＳＩ単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

     ＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

     ＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

       代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5-3 許容応力評価条件（その他の支持構造物） 

材 質 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ  

(MPa) 

SCM435 

（取付ボルト） 

40 

（雰囲気温度）
785 930 651 

SM490 

（フレーム） 

40 

（雰囲気温度）
315 490 343 
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5.1.3 応力評価方法 

5.1.3.1 コンテナ取付ボルトの応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

ACbt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 

水平地震加速度 

（加振試験で得られたコンテナ頂部の最大応答加速度の 1.2

倍） 

m/s2 

aV 

鉛直地震加速度 

（加振試験で得られたコンテナ頂部の最大応答加速度の 1.2

倍） 

m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hCG 取付面からコンテナ重心までの高さ mm 

LC 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（短辺方向） 
mm 

LC1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（長辺方向） 
mm 

LC2 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（長辺方向） 
mm 

LC3 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（長辺方向） 
mm 

LCG 支点となる取付ボルトから重心までの距離（短辺方向） mm 

LCGX 支点となる取付ボルトから重心までの距離（長辺方向） mm 

mC コンテナの質量 kg 

nC せん断応力評価用の取付ボルト本数 － 

nC1 引張応力評価用の取付ボルト本数（短辺方向評価用） － 

nC2 引張応力評価用の取付ボルト本数（長辺方向評価用） － 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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(2) 応力計算方法 

コンテナ取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，「4. 車両の加振

試験」で得られた最大応答加速度を用いて実施する。 

 

a. 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受け

るものとして計算する。 

 

 

 

 

第 5-1 図 コンテナ取付ボルトの計算モデル図 

 

コンテナ取付ボルトの計算モデル図である第 5-1 図に示すモーメントのつり合い式

より以下の各計算式が得られる。 

【長辺方向の引張応力計算式】 

CbtCCCC

CCGXCCGXVCCGHC
bt ALLLn

LLgmL amh am
 σ 2

3
2

2
2

12

1
22

 

 

【短辺方向の引張応力計算式】 

CCbt1C

22

bt LAn
σ CGCCGVCCGHC LgmL amh am

 

 

  

LC 

LCG 
h
C
G
 

aV 

aH 

LCGX

LC3 

h
C
G
 

aV

aH 

LC2 

LC1 

【長辺方向の計算モデル図】 【短辺方向の計算モデル図】 
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b. せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

CbtC

C
b An

mτ Ha
 

 

c. 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－

３１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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5.1.3.2 フレームの応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

AH(x)，AV(x) 
それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置 A から距離 x

におけるフレームの断面積 
mm2 

aH 
水平方向地震加速度（加振試験で得られたコンテナ頂部

の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直方向地震加速度（加振試験で得られたコンテナ頂部

の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV’ 水平方向地震による鉛直方向加速度 H
c ah
1

 m/s2 

hc 車両の重心高さ mm 

1 フレームの支持位置間の距離 mm 

FH(x)，FV(x), 

FV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるせん断荷重 
N 

MH(x)，MV(x), 

MV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

ける曲げモーメント 
N･mm 

x 支持位置 Aからの距離 mm 

w(x) 支持位置 Aから距離 x における分布質量 kg/mm 

ZH(x)，ZV(x) 
それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置 A から距離 x

におけるフレームの断面係数 
mm3 

σH(x)，σV(x), 

σV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームの組合せ応力 
MPa 

σbH(x)，σbV(x),

σbV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームの曲げ応力 
MPa 

τH(x)，τV(x), 

τV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームのせん断応力 
MPa 

σ 組合せ応力 MPa 
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(2) 曲げモーメント及びせん断荷重の算出 

トレーラと車両の接合部（支持位置 A）とタイヤ中心（支持位置 B）を支持固定とし

た，各々の設備の分布荷重が作用するはりモデルとして，曲げモーメントとせん断荷

重を算出する。 

図 5-2 に計算モデルを示す。計算モデルは，「5.1.1 基本方針」に示す通り，片端

支持部である支持位置 A から前方を考慮しないものとする。ただし，保守的に遮断器

盤コンテナの重量は全て支持位置 Aより後方に付加するものとする。 

図 5-3 の計算モデルより，支持位置 A からの距離 x において，以下の各計算式が得

られる。 

 

a. 曲げモーメントの算出式 

支持位置 A から距離 x における各加速度による曲げモーメントは，その間の単位加

速度当りの質量分布を考慮し以下の通り計算する。 

 

dx)(')(M

dx)()(M

dx)()(M

0
V

0
V

0
H

x

V

x

V

x

H

xxwax

xxwax

xxwax

 

b. せん断荷重の算出式 

支持位置 A から距離 x における各加速度によるせん断荷重は，その間の単位加速度

当りの質量分布を考慮し以下の通り計算する。 

 

dx)()(F

dx)()(F

dx)()(F

0
V

0
V

0
H

x

V

x

V

x

H

xwax

xwax

xwax
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(3) 応力計算方法 

前項にて算出した曲げモーメントとせん断荷重を用いて，曲げ応力及びせん断応力

を算出し，組合せ（ミーゼス）応力にて評価する。 

なお，水平，鉛直方向，それぞれの方向で組合せ応力を算出し，それらの発生応力

を二乗和平方根法にて組み合わせて評価することとする。 

 

a. 曲げ応力の算出式 

フレームに発生する曲げ応力は，各加速度に対し以下の通り計算する。 

)(
)(')('σ

)(
)()(σ

)(
)()(σ

V

V
Vb

V

V
Vb

H

H
Hb

xZ
xMx

xZ
xMx

xZ
xMx

 

 

b. せん断応力の算出式 

フレームに発生するせん断応力は，各加速度に対し以下の通り計算する。 

)(A
)('F)('τ

)(A
)(F)(τ

)(A
)(F)(τ

V

V
V

V

V
V

H

H
H

x
xx

x
xx

x
xx

 

 

c. 各方向の組合せ応力の算出式 

曲げ応力とせん断応力の最大値から，各加速度に対し組合せ応力を次式に基づき算

出する。 

2
V

2
bVV

2
V

2
bVV

2
H

2
bHH

3τσσ

3τσσ

3τσσ

’’’

 

 

d. 組合せ応力の評価 

各加速度に対する組合せ応力から車両フレームの組合せ応力を求め，下式を満足す

ることを確認する。 

*
t

2
V

2
VH 1.5f≦σσσσ ’   



 

21 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
1-
1
 
R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3  車両フレームの計算モデル図 

 

  

トレーラフレーム 支持位置Ｂ 

支持位置Ａ 

遮断器盤コンテナ 

ＤＧコンテナ 
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5.2 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）の間接支持構造物である車両について，その支持機能

の維持のために地震時に車両が転倒しないことを確認する。 

 

5.2.1 機能維持評価方法 

車両の支持機能が維持されており，車両全体として安定性を有し，転倒しないことを確

認した機能確認済加速度と設置場所の最大床加速度を比較することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5-4 に示す。 

 

表 5-4 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 1.37 

鉛 直 1.41 
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6. 内燃機関の評価 

6.1 応力評価 

6.1.1 基本方針 

(1) 内燃機関の解析モデルは，1 質点系モデルとし，内燃機関の重心位置に地震荷重，内燃

機関の運転による加速度及び内燃機関の運転により働くモーメントが作用するものとする。 

 

(2) 内燃機関は，厚肉構造の低重心であるため，剛として取り扱うこととする。 

 

(3) 内燃機関は，「4. 車両の加振試験」で測定された内燃機関頂部における最大応答加速

度の 1.2 倍を用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する

際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

但し，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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6.1.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置

場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定

した入力地震動を用いて実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，内燃機関頂部にお

ける最大応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

6.1.3 荷重の組合せ及び許容応力 

6.1.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の荷重の組合せ及び許容応力状態に

ついて，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 6-1 に示す。 

 

6.1.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の許容応力を表 6-2 に示す。 

 

6.1.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の使用材料の許容応力評価条件を表

6-3 に示す。 

 



NT2 補② Ⅴ-2-10-1-4-1-1 R0 

 

2
5
 

表 6-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置内燃機関 

（No.1～No.5） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 6-2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び 

      他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 6-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

強度区分 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

10.9 ＊ 40 900 1000 700 

注記 ＊：JIS B 1051 に規定される材料を使用。 
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6.1.4 応力評価方法 

6.1.4.1 内燃機関の取付ボルト応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 
水平方向地震加速度（加振試験で得られた内燃機関頂部の最

大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直方向地震加速度（加振試験で得られた内燃機関頂部の最

大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

ap 回転体振動による加速度 m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hG 取付面からディーゼル機関重心までの高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸直角方向） 
mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸方向） 
mm 

L2X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸方向） 
mm 

L3X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸方向） 
mm 

L4X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸方向） 
mm 

L5X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの

距離（軸方向） 
mm 

LG 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸直角方向） mm 

LGX 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸方向） mm 

mDG ディーゼル機関質量 kg 

Mp 回転体回転により働くモーメント N・mm 

n 取付ボルト総本数 － 

nt1 軸方向に設けた取付ボルトの片側本数 － 

nt2 軸直角方向に設けた取付ボルトの片側本数 － 

p 回転体の許容振幅 μm 

P 原動機出力 kW 

R 機関定格回転数 min 1 
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記 号 定 義 単 位 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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(2) 応力計算方法 

内燃機関の取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，「4. 車両の加

振試験」で得られた設計用加速度を用いて実施する。 

 

a. 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受け

るものとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 内燃機関 取付ボルトの計算モデル図 
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第 6-1 図に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

 

【軸直角方向の引張応力計算式】 

11 LAn
LaagmMhaa m σ

btt

GPVDGPGPHDG
bt

   

   

 

【軸方向の引張応力計算式】 

btXXXXXt

XGXPVDGGPHDG
bt ALLLLLn

LLaagmhaam σ 2
5

2
4

2
3

2
2

2
12

1

 

 

σbtは，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

【回転体回転によるモーメントの計算式】 

6
P 10

Rπ2
P60M  

 

【回転体振動による加速度の計算式】 

2
10p

60
Rπ2　a

62

P
 

 

b. せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

PHDG
b An

aam
τ

 

 

c. 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－

３１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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6.2 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の地震後機能維持評価について，以下に示す。 

 

6.2.1 機能維持評価方法 

車両に搭載している内燃機関の動的機能維持を確認した機能確認済加速度と設置場所の

最大床加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認す

ることで実施する。 

機能確認済加速度を表 6-4 に示す。 

 

表 6-4 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 1.37 

鉛 直 1.41 
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7. 評価結果 

常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）について，耐震計算結果を次頁以降に示す。発生値

は許容応力以下であり，耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の加

速度は機能維持確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されることを

確認した。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）について耐震計算結果を次頁以降に示す。発生

値は許容応力以下であり，耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の

加速度は機能維持確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されること

を確認した。
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東海第二発電所 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震計算書 

1. 設計条件

2. 設計用加速度及び評価用加速度

設計用加速度(m/s2) 

（応力評価）（コンテナ） 

設計用加速度(m/s2) 

（応力評価）（フレーム） 

水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水平加速度によって作用する鉛直方向の加速度(aV’) 

69.1 52.0 39.0 32.7 72.1 

3. 機器要目

a. コンテナ＊1

注記 ＊1：評価上，最も厳しいコンテナ（遮断器盤）を示す。 

b. フレーム

注記 ＊2：応力が最大となる箇所の値を示す。 

c. 内燃機関

設備分類 設置場所及び床面高さ (m) ボルト配置状態 

評価温度 (℃) 

取付ボルト コンテナ 車 両 

常設耐震／防止 

常設／緩和 EL.
矩形配置 

40 

(使用温度) 

40 

（雰囲気温度） 

40 

（雰囲気温度） 

減衰定数 

(％) 

評価用加速度 (m/s2) 

（機能維持評価）（内燃機関）

設計用加速度 (m/s2) 

（応力評価）（内燃機関） 

回転体振動による 

加速度(m/s2) 回転によるモーメント（取付ボルトのみ） 

Mp(N･mm) 

水 平 鉛 直 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水 平 (ap) 鉛 直 (ap) 

1.0 4.51 4.12 33.5 44.4 3.71 3.71 9230986.7 

評価部位 
mC 

(kg) 

hCG 

(mm) 

ACbt
(mm2) 

nC nC1 nC2 
LC 

(mm) 

LC1 

(mm) 

LC2 

(mm) 

LC3 

(mm) 

LCG 

(mm) 

LCGX 

(mm) 

取付ボルト 6125 1113.5 314.1 6 3 2 2910 2420 1610 800 1,455 1,705 

評価部位 
1 

(mm) 

hc
(mm) 

評価部位 
AH＊2

(mm2) 

ZH＊2

(mm3) 
評価部位 

AV＊2

(mm2) 

ZV＊2

(mm3) 

フレーム
フレーム

（水平方向） 

フレーム

（鉛直方向） 

評価部位 
mDG 

(kg) 

hG 

(mm) 

Abt
(mm2) 

n nt1 nt2 
L1 

(mm) 

L1X 

(mm) 

L2X 

(mm) 

L3X 

(mm) 

L4X 

(mm) 

L5X 

(mm) 

LG 

(mm) 

LGX 

(mm) 

R 

(min 1) 

p 

(μm) 

P  

(kW) 

取付ボルト 12 6 2 1070 2270.5 2172.5 1210.5 1112.5 98 535 1224 1500 300 1450 
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4. 結 果 

4.1 車両の応力評価結果 

 

  a. コンテナ取付ボルトの応力評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

  b. フレームの応力評価結果 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

4.2 車両の機能維持評価結果 

 

a. 車両の転倒評価結果 

 
評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

車両 
水平 0.46 1.37 

鉛直 0.42 1.41 

評価用加速度（1.0ZPA）は，すべて機能確認済加速度以下である。 

 

4.3 内燃機関の応力評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

4.4 内燃機関機能維持評価結果  

 
評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

内燃機関 
水平 0.46 1.37 

鉛直 0.42 1.41 

評価用加速度（1.0ZPA）は，すべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト SCM435 

引張 262 487 

せん断 225 375 

組合せ 262 321 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

フレーム SM490 組合せ 310 342 

評価部位 強度区分 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト 10.9 

引張 150 525 

せん断 76 403 

組合せ 150 525 
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Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）が設計用地震力に対して十分な

構造強度，動的機能及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応

力評価及び機能維持評価により行う。 

また，常設代替高圧電源装置（No.6）のうち間接支持構造物である車両が設計用地震力に対し

て十分な支持機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応力評価及び機能維

持評価により行う。 

常設代替高圧電源装置（No.6）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置（No.6）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置（No.6）の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源

装置車両（No.6）

コンテナ 

（発電装置本体，遮断機盤）

コンテナを車両フレームに

取付ボルトにて固定する。 
図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 

図 2-4 
フレーム 

（トレーラ） 

・車載設備の自重を支持す

るフレームをサスペンショ

ンを有する車両に設置す

る。 

常設代替高圧電源

装置内燃機関

（No.6） 

4 サイクル空冷直接噴射式 16

気筒ディーゼル機関 

車載式の内燃機関は，発電

機との共通台板に取付ボル

トにて固定する。 

図 2-5 

図 2-6 
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図 2-1 常設代替高圧電源装置車両（No.6）の構造図 

 

 

 

 

図 2-2 常設代替高圧電源装置車両（No.6）のフレーム概略図 
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図 2-3 コンテナ（発電装置本体）取付ボルト配置図 

 

 

図 2-4 コンテナ（遮断器盤）取付ボルト配置図 

  

  

取付ボルト

ツイストロック 

  

取付ボルト   
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図 2-5 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の配置図 

 

 

図 2-6 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の構造図 
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2.2 評価方針 

間接支持構造物である常設代替高圧電源装置車両（No.6）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ

-1-2-9 機能維持の基本方針」にて設定した支持機能維持の方針及び荷重の組合せ並びに許容

限界に基づき，「2.1 構造の説明」にて示す常設代替高圧電源装置車両（No.6）の部位を踏

まえ，「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，

「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，「5. 車両の評価」の「5.1 応

力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置車両（No.6）の機能維持評価は，間接支持構造物として十分な

支持機能を有していることを，「5. 車両の評価」の「5.2 機能維持評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置車両（No.6）の耐震評価フローを図 2-7 に示す。 

 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-1-2-9 機能維持の基

本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説明」

にて示す内燃機関の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に作用する応力等が

許容限界内に収まることを，「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，「6. 

内燃機関の評価」の「6.1 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-1-2-9 機

能維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能確

認済加速度以下であることを，「4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，

「6. 内燃機関の評価」の「6.2 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震評価フローを図 2-8 に示す。 
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図 2-7 常設代替高圧電源装置車両（No.6）の耐震評価フロー 

  

加振試験 

設計用加速度及び機能確認済加速度の測定 

ＪＥＡＧ式に 

よる応力算出 

地震力による 

応力 

地震力による 

応力 

理論式による 

応力算出 

コンテナの 

構造強度評価 

フレームの 

構造強度評価 

車両の 

機能維持評価 

設計用地震力 
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図 2-8 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震評価フロー 

  

加振試験 

設計用加速度及び機能確認済加速度の測定 
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地震力による 
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内燃機関の 

構造強度評価 
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3. 耐震評価箇所 

間接支持構造物である常設代替高圧電源装置車両（No.6）の耐震評価は，自重を支持している

車両のフレーム，車両部（コンテナ台板，コンテナ取付ボルト）のうち断面積の最も小さく，応

力評価上厳しくなるコンテナを固定するボルトであるコンテナ取付ボルトを評価対象部位とする。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる取付ボルトを選

定して実施する。 
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4. 車両の加振試験 

地震時に車両に発生する車両重心位置，内燃機関，発電機頂部及び制御盤頂部の応答加速度及

び機能維持確認済加速度を求めるため，加振試験を実施する。 

 

4.1 基本方針 

重大事故等に対処するための機能を保持するために，車両全体として安定性を有し，転倒し

ないこと，主要な構造部材が必要な構造強度を有すること及び支持機能，動的及び電気的機能

が保持できることを加振試験の結果を踏まえて評価することから，以下の「4.3 入力地震動」

に示す入力地震動を用いて，加振試験を実施する。なお，加振台の最大床加速度を機能確認済

加速度とする。 

 

4.2 試験構成 

図 2-1 に示す常設代替高圧電源装置車両全体を加振台に設置する。 

 

4.3 入力地震動 

入力地震動は，常設代替高圧電源装置置場における地盤条件を考慮し，常設代替高圧電源装

置置場における基準地震動を包絡するスペクトル特性を有する時刻歴波とする。 

 

4.4 許容限界 

機能確認済加速度を求める際，車両全体として安定性を有し，転倒しないこと，また，車両

に搭載している発電装置の発電機能並びにこの駆動源となる内燃機関等の動的及び電気的機能

が保持できることを許容限界として設定し，加振試験後にこれらを確認する。 

 

4.5 加振試験結果 

加振試験結果により得られた車両重心位置，内燃機関，発電機頂部及び制御盤頂部の最大応

答加速度を表 4-1 から表 4-4 に，また機能維持確認済加速度を表 4-5 に示す。 
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表 4-1 車両重心位置の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 （追而） 

鉛直 （追而） 

 

表 4-2 内燃機関の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 （追而） 

鉛直 （追而） 

 

表 4-3 発電機頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 （追而） 

鉛直 （追而） 

 

表 4-4 制御盤頂部の最大応答加速度 

項目 最大応答加速度（m/s2） 

水平 （追而） 

鉛直 （追而） 

 

表 4-5 機能維持確認済加速度 

項目 最大応答加速度（×9.8 m/s2） 

水平 2.04 

鉛直 1.19 
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5. 車両の評価 

常設代替高圧電源装置（No.6）のうち間接支持構造物である車両について，その支持機能が地

震時に維持されることを確認する。 

 

5.1 応力評価 

5.1.1 基本方針 

(1) コンテナ取付ボルトの解析モデルは，1 質点系モデルとし，コンテナの重心位置に「4. 

車両の加振試験」で得られた車両重心位置の最大応答加速度の 1.2 倍が作用するものとす

る。 

 

(2) 車両のフレームの解析モデルは，2 点支持はりモデルとし，「4. 車両の加振試験」で

得られた車両重心位置の最大応答加速度の 1.2 倍の加速度によりフレームに作用する分布

荷重による応力を理論式により求める。 

はりモデル化にあたっては，発生応力が保守側となるよう車両前方の片端支持部を考慮

しないものとする。 

 

(3) 回転中心相当である車軸を起点として，車両重心高さとコンテナの重心高さまでの比を

用いて割増した設計用加速度により発生応力を算出し，応力評価を行う。 

車両のフレームについては，車両重心高さよりもフレーム重心高さが低いため，高さ比

による割り増しは行わない。 

 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する

際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるも

のとする。 

 

(5) 応力計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.1.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置

場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定

した入力地震動を用いて実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，車両重心位置にお

ける最大応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

5.1.3 荷重の組合せ及び許容応力 

5.1.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置車両（No.6）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重

大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5-1 に示す。 
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5.1.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置車両（No.6）の許容応力を表 5-2 に示す。 

 

5.1.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置車両（No.6）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 5-3 に示す。 

 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-4-1-2 R0 

 

1
3
 

表 5-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置車両 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5-2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト以外） 

許容限界＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  1.5・ｆｃ
  1.5・ｆｂ

  1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  

  注記 ＊1：「鋼構造設計規準 ＳＩ単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

     ＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

     ＊3：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

       代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 5-3 許容応力評価条件（その他の支持構造物） 

材 質 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ  

(MPa) 

SCM435 

（取付ボルト） 

40 

（雰囲気温度）
785 930 651 

SM490 

（フレーム） 

40 

（雰囲気温度）
315 490 343 
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5.1.3 応力評価方法 

5.1.3.1 コンテナ取付ボルトの応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 

号 
定 義 

単 

位 

ACbt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH コンテナの重心高さでの評価用加速度（水平） m/s2 

 aH’ 
水平地震加速度 

（加振試験で得られた車両重心位置での最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV コンテナの重心高さでの評価用加速度（鉛直） m/s2 

 aV’ 
鉛直地震加速度 

（加振試験で得られた車両重心位置での最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hCG 取付面からコンテナ重心までの高さ mm 

hG’ 車両の回転中心相当位置（車軸高さ）から車両重心高さ mm 

hG” 車両の回転中心相当位置（車軸高さ）からコンテナの重心高さ mm 

LC 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距離

（短辺方向） 
mm 

LC1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距離

（長辺方向） 
mm 

LC2 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距離

（長辺方向） 
mm 

LC3 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距離

（長辺方向） 
mm 

LCG 支点となる取付ボルトから重心までの距離（短辺方向） mm 

LCGX 支点となる取付ボルトから重心までの距離（長辺方向） mm 

mC コンテナの質量 kg 

nC せん断応力評価用の取付ボルト本数 － 

nC1 引張応力評価用の取付ボルト本数（短辺方向評価用） － 

nC2 引張応力評価用の取付ボルト本数（長辺方向評価用） － 

αH 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度（保守

的に 0とする）（水平） 
－ 

αV 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度（保守

的に 0とする）（鉛直） 
－ 
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記 

号 
定 義 

単 

位 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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(2) 応力計算方法 

コンテナ取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，回転中心相当であ

る車軸を基点として，車両重心高さとコンテナの重心高さまでの比を用いて，設計用

加速度の割増を行う。設計用加速度の割り増し概要図を図 5-1 に示す。 

 

＜評価位置高さの応答加速度の計算式＞ 

aH（aV）／aH’（aV’）＝hG”／hG’  

aH（aV）＝(hG”／ hG’)×aH’（aV’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 設計用加速度（応力評価）の割り増し概要図 

 

a. 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受け

るものとして計算する。 

 

 

 

 

図 5-2 図 コンテナ取付ボルトの計算モデル図 

 

 

LC 

LCG 

h
C
G
 

aV

aH 

LCGX

LC3 

h
C
G
 

aV

aH 

LC2 

LC1 

【長辺方向の計算モデル図】 【短辺方向の計算モデル図】 

aH，aV 

hG’ 

車両重心 

hG’’ 

αH，αV 

回転中心相当位置（車軸高さ） 

コンテナ 

の重心高さ 

aH’，aV’ 
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コンテナ取付ボルトの計算モデル図である第 5-2 図に示すモーメントのつり合い式

より以下の各計算式が得られる。 

【長辺方向の引張応力計算式】 

CbtCCCC

CCGXCCGXVCCGHC
bt ALLLn

LLgmL amh am
 σ 2

3
2

2
2

12

1
22

 

 

【短辺方向の引張応力計算式】 

CCbt1C

22

bt LAn
σ CGCCGVCCGHC LgmL amh am

 

 

 

b. せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

CbtC

C
b An

mτ Ha
 

 

c. 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－

３１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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5.1.3.2 フレームの応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

AH(x)，AV(x) 
それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置 A から距離 x

におけるフレームの断面積 
mm2 

aH 
水平方向地震加速度（加振試験で得られた車両重心位置

での最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直方向地震加速度（加振試験で得られた車両重心位置

での最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV’ 水平方向地震による鉛直方向加速度 H
c ah
1

 m/s2 

hc 車両の重心高さ mm 

1 フレームの支持位置間の距離 mm 

FH(x)，FV(x), 

FV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるせん断荷重 
N 

MH(x)，MV(x), 

MV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

ける曲げモーメント 
N･mm 

x 支持位置 Aからの距離 mm 

w(x) 支持位置 Aから距離 x における分布質量 kg/mm 

ZH(x)，ZV(x) 
それぞれ水平，鉛直方向に対する支持位置 A から距離 x

におけるフレームの断面係数 
mm3 

σH(x)，σV(x), 

σV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームの組合せ応力 
MPa 

σbH(x)，σbV(x),

σbV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームの曲げ応力 
MPa 

τH(x)，τV(x), 

τV’(x) 

それぞれ aH，aV，aV’による支持位置 A から距離 x にお

けるフレームのせん断応力 
MPa 

σ 組合せ応力 MPa 
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(2) 曲げモーメント及びせん断荷重の算出 

トレーラと車両の接合部（支持位置 A）とタイヤ中心（支持位置 B）を支持固定とし

た，各々の設備の分布荷重が作用するはりモデルとして，曲げモーメントとせん断荷

重を算出する。 

図 5-3 に計算モデルを示す。計算モデルは，「5.1.1 基本方針」に示す通り，片端

支持部である支持位置 A から前方を考慮しないものとする。ただし，保守的に遮断器

盤コンテナの重量は全て支持位置 Aより後方に付加するものとする。 

図 5-3 の計算モデルより，支持位置 A からの距離 x において，以下の各計算式が得

られる。 

 

a. 曲げモーメントの算出式 

支持位置 A から距離 x における各加速度による曲げモーメントは，その間の単位加

速度当りの質量分布を考慮し以下の通り計算する。 

 

dx)(')(M

dx)()(M

dx)()(M

0
V

0
V

0
H

x

V

x

V

x

H

xxwax

xxwax

xxwax

 

b. せん断荷重の算出式 

支持位置 A から距離 x における各加速度によるせん断荷重は，その間の単位加速度

当りの質量分布を考慮し以下の通り計算する。 

 

dx)()(F

dx)()(F

dx)()(F

0
V

0
V

0
H

x

V

x

V

x

H

xwax

xwax

xwax
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(3) 応力計算方法 

前項にて算出した曲げモーメントとせん断荷重を用いて，曲げ応力及びせん断応力

を算出し，組合せ（ミーゼス）応力にて評価する。 

なお，水平，鉛直方向，それぞれの方向で組合せ応力を算出し，それらの発生応力

を二乗和平方根法にて組み合わせて評価することとする。 

 

a. 曲げ応力の算出式 

フレームに発生する曲げ応力は，各加速度に対し以下の通り計算する。 

)(
)(')('σ

)(
)()(σ

)(
)()(σ

V

V
Vb

V

V
Vb

H

H
Hb

xZ
xMx

xZ
xMx

xZ
xMx

 

 

b. せん断応力の算出式 

フレームに発生するせん断応力は，各加速度に対し以下の通り計算する。 

)(A
)('F)('τ

)(A
)(F)(τ

)(A
)(F)(τ

V

V
V

V

V
V

H

H
H

x
xx

x
xx

x
xx

 

 

c. 各方向の組合せ応力の算出式 

曲げ応力とせん断応力の最大値から，各加速度に対し組合せ応力を次式に基づき算

出する。 

2
V

2
bVV

2
V

2
bVV

2
H

2
bHH

3τσσ

3τσσ

3τσσ

’’’

 

 

d. 組合せ応力の評価 

各加速度に対する組合せ応力から車両フレームの組合せ応力を求め，下式を満足す

ることを確認する。 

*
t

2
V

2
VH 1.5f≦σσσσ ’   
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図 5-3  車両フレームの計算モデル図 
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5.2 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置（No.6）の間接支持構造物である車両について，その支持機能の維持

のために地震時に車両が転倒しないことを確認する。 

 

5.2.1 機能維持評価方法 

車両の支持機能が維持されており，車両全体として安定性を有し，転倒しないことを確

認した機能確認済加速度と設置場所の最大床加速度を比較することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5-4 に示す。 

 

表 5-4 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 2.04 

鉛 直 1.19 
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6. 内燃機関の評価 

6.1 応力評価 

6.1.1 基本方針 

(1) 内燃機関の解析モデルは，1 質点系モデルとし，内燃機関の重心位置に地震荷重，内燃

機関の運転による加速度及び内燃機関の運転により働くモーメントが作用するものとする。 

 

(2) 内燃機関は，厚肉構造の低重心であるため，剛として取り扱うこととする。 

 

(3) 内燃機関は，「4. 車両の加振試験」で測定された内燃機関における最大応答加速度の

1.2 倍を用いて，内燃機関の重心までの比により割増した評価用加速度により発生応力を

算出し，応力評価を行う。 

 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する

際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

但し，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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6.1.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置

場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定

した入力地震動を用いて実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，内燃機関における

最大応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

6.1.3 荷重の組合せ及び許容応力 

6.1.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 6-1 に示す。 

 

6.1.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の許容応力を表 6-2 に示す。 

 

6.1.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の使用材料の許容応力評価条件を表 6-3 に

示す。 

 



NT2 補② Ⅴ-2-10-1-4-1-2 R0 

 

2
6
 

表 6-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置内燃機関 

（No.6） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 6-2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び 

      他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 6-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

強度区分 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

10.9 ＊ 40 900 1000 700 

注記 ＊：JIS B 1051 に規定される材料を使用。 
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6.1.4 応力評価方法 

6.1.4.1 内燃機関の取付ボルト応力評価方法 

(1) 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 内燃機関の重心高さでの評価用加速度（水平） m/s2 

 aH’ 
水平地震加速度 

（加振試験で得られた内燃機関の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 内燃機関の重心高さでの評価用加速度（鉛直） m/s2 

 aV’ 
鉛直地震加速度 

（加振試験で得られた内燃機関の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

ap 回転体振動による加速度 m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hG 取付面からディーゼル機関重心までの高さ mm 

hG’ 車両の回転中心相当位置（車軸高さ）から内燃機関測定点高さ mm 

hG” 車両の回転中心相当位置（車軸高さ）から内燃機関の重心高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸直角方向） 
mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L2X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L3X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L4X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L5X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

LG 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸直角方向） mm 

LGX 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸方向） mm 

mDG ディーゼル機関質量 kg 

Mp 回転体回転により働くモーメント N・mm 

n 取付ボルト総本数 － 

nt1 軸方向に設けた取付ボルトの片側本数 － 
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記 号 定 義 単 位 

nt2 軸直角方向に設けた取付ボルトの片側本数 － 

p 回転体の許容振幅 μm 

P 原動機出力 kW 

R 機関定格回転数 min 1 

αH 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度

（保守的に 0 とする）（水平） 
－ 

αV 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度

（保守的に 0 とする）（鉛直） 
－ 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 

 

 (2) 応力計算方法 

内燃機関取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，内燃機関測定点高

さと内燃機関重心高さまでの比を用いて，設計用加速度の割増を行う。設計用加速度

の割り増し概要図を図 6-1 に示す。 

 

＜評価位置高さの応答加速度の計算式＞ 

aH（aV）／aH’（aV’）＝hG”／hG’  

aH（aV）＝(hG”／ hG’)×aH’（aV’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 設計用加速度（応力評価）の割り増し概要図 

  

aH，aV 

hG’ 

計測点高さ 

hG’’ 

αH，αV 

回転中心相当位置（車軸高さ） 

内燃機関 

の重心高さ 

aH’，aV’ 
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a. 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受け

るものとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 内燃機関 取付ボルトの計算モデル図 
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図 6-2 に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

 

【軸直角方向の引張応力計算式】 

11 LAn
LaagmMhaa m σ

btt

GPVDGPGPHDG
bt

   

   

 

【軸方向の引張応力計算式】 

btXXXXXt

XGXPVDGGPHDG
bt ALLLLLn

LLaagmhaam σ 2
5

2
4

2
3

2
2

2
12

1

 

 

σbtは，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

【回転体回転によるモーメントの計算式】 

6
P 10

Rπ2
P60M  

 

【回転体振動による加速度の計算式】 

2
10p

60
Rπ2　a

62

P
 

 

b. せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

PHDG
b An

aam
τ

 

 

c. 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－

３１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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6.2 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の地震後機能維持評価について，以下に示す。 

 

6.2.1 機能維持評価方法 

車両に搭載している内燃機関の動的機能維持を確認した機能確認済加速度と設置場所の

最大床加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認す

ることで実施する。 

機能確認済加速度を表 6-4 に示す。 

 

表 6-4 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 2.04 

鉛 直 1.19 
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7. 評価結果 

常設代替高圧電源装置車両（No.6）について，耐震計算結果を次頁以降に示す。発生値は許容

応力以下であり，耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の加速度は

機能維持確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されることを確認し

た。 

常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）について耐震計算結果を次頁以降に示す。発生値は許

容応力以下であり，耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の加速度

は機能維持確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されることを確認

した。 
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東海第二発電所 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震計算書 

1. 設計条件

2. 設計用加速度及び評価用加速度

設計用加速度 (m/s2) 

（応力評価）（コンテナ） 

設計用加速度 (m/s2) 

（応力評価）（フレーム） 

水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水平加速度によって作用する鉛直方向の加速度(aV’) 

（追而） （追而） （追而） （追而） （追而） 

3. 機器要目

a. コンテナ＊1

注記 ＊1：評価上，最も厳しいコンテナ（遮断器盤）を示す。 

b. フレーム＊2

注記 ＊2：応力が最大となる箇所の値を示す。 

c. 内燃機関

設備分類 設置場所及び床面高さ (m) ボルト配置状態 

評価温度 (℃) 

取付ボルト コンテナ 車 両 

常設耐震／防止 

常設／緩和 EL.
矩形配置 

40 

(使用温度) 

40 

（雰囲気温度） 

40 

（雰囲気温度） 

減衰定数 

(％) 

評価用加速度 (m/s2) 

（機能維持評価）（内燃機関）

設計用加速度 (m/s2) 

（応力評価）（内燃機関） 

回転体振動による 

加速度(m/s2) 回転によるモーメント（取付ボルトのみ） 

Mp(N･mm) 

水 平 鉛 直 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 水 平 (ap) 鉛 直 (ap) 

1.0 4.51 4.12 （追而） （追而） 3.71 3.71 9230986.7 

評価部位 
mC 

(kg) 

hCG 

(mm) 

ACbt
(mm2) 

nC nC1 nC2 
LC 

(mm) 

LC1 

(mm) 

LC2 

(mm) 

LC3 

(mm) 

LCG 

(mm) 

LCGX 

(mm) 

取付ボルト 5,900 1190 314.1 6 3 2 2910 2418.5 1608.5 798.5 1455 1614.5 

評価部位 
1 

(mm) 

hc
(mm) 

評価部位 
AH

(mm2) 

ZH
(mm3) 

評価部位 
AV

(mm2) 

ZV
(mm3) 

フレーム
フレーム

（水平方向） 

フレーム

（鉛直方向） 

評価部位 
mDG 

(kg) 

hG 

(mm) 

Abt
(mm2) 

n nt1 nt2 
L1 

(mm) 

L1X 

(mm) 

L2X 

(mm) 

L3X 

(mm) 

L4X 

(mm) 

L5X 

(mm) 

LG 

(mm) 

LGX 

(mm) 

R 

(min 1) 

p 

(μm) 

P  

(kW) 

取付ボルト 12 6 2 1070 2270.5 2172.5 1158 1060 98 535 1135.2 1500 300 1450 
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4. 結 果 

4.1 車両の応力評価結果 

 

  a. コンテナ取付ボルトの応力評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

  b. フレームの応力評価結果 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

4.2 車両の機能維持評価結果 

 

a. 車両の転倒評価結果 

 
評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

車両 
水平 0.46 2.04 

鉛直 0.42 1.19 

評価用加速度（1.0ZPA）は，すべて機能確認済加速度以下である。 

 

4.3 内燃機関の応力評価結果 

 

  a. 内燃機関 

 

 

 

 

 

 

 

発生応力は全て許容値以下である。 

 

4.4 内燃機関機能維持評価結果  

 
評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

ディーゼル機関 
水平 0.46 2.04 

鉛直 0.42 1.19 

評価用加速度（1.0ZPA）は，すべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト SCM435 

引張 （追而） 487 

せん断 （追而） 375 

組合せ （追而） 321 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

フレーム SM490 組合せ （追而） （追而） 

評価部位 強度区分 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト 10.9 

引張 （追而） 525 

せん断 （追而） 403 

組合せ （追而） 525 
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Ⅴ-2-10-1-4-2-1 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク 

（No.1～No.5） 

の耐震性についての計算書 
 



 

 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
2-
1
 
R
0 

目次 

 

1. 概要                                                                                1 
2. 基本方針                                                                            1 
2.1 構造の説明                                                                        1 
2.2 評価方針                                                                          3 

3. 耐震評価箇所                                                                        4 
4. 応力評価                                                                            4 
4.1 基本方針                                                                          4 
4.2 設計用地震力                                                                      5 
4.3 荷重の組合せ及び許容応力                                                          5 
4.4 応力評価方法                                                                      9 
4.5 応力評価条件                                                                     15 

5. 評価結果                                                                           16 
 

 



 

1 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
2-
1
 
R
0 

1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強

度の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）

が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。

その耐震評価は，応力評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有し

て い る こと は ，添 付書 類 「 Ⅴ -2-10-1-4-1-1  常 設代 替 高圧 電源 装 置 内燃 機 関

（No.1～No.5）の耐震性についての計算書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）は，重大事故等対処

設備において常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類され

る。以下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の構造計画を表

2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置

燃料油サービスタンク

（No.1～No.5） 

角型平底大気開放容器

車載式のディーゼル発

電装置で，燃料油サー

ビスタンクは，フレー

ム上に取付ボルトにて

固定する。 

図 2-1 

図 2-2 
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図 2-1 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の配置図 

図 2-2 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の構造図 

燃料油サービスタンク
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の応力評価は，添

付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並

びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説明」にて示す常設代替高圧電源装置燃

料油サービスタンク（No.1～No.5）の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設

定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-

1-4-1-1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性についての計

算書」の「4. 車両の加振試験」で得られた燃料油サービスタンク頂部における

最大応答加速度を用い，「4. 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施

する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の耐震評価フロー

を図 2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク(No.1～No.5)の耐震評価フロー 

  

ＪＥＡＧ式による応力算出 

燃料油サービスタンクの 

構造強度評価 

支持構造物の 

構造強度評価 

地震力による応力 

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

加振試験 
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3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の耐震評価は，耐震

評価上厳しくなる胴板及びスカート並びに取付ボルトを選定して実施する。 

 

4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 燃料油サービスタンクの応力計算モデルは 1 質点系モデルとする。 

 

(2) 加振試験により測定された燃料油サービスタンク頂部における最大応答加速

度の 1.2 倍を用いて発生応力を算出し，応力評価を行う。 

 

(3) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用い

て計算する際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用

いて計算する。 

 

 ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値

を用いるものとする。 

 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電

源装置置場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を

上回るように設定した入力地震動を用いて実施した，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-

1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性についての計算書」

の「4. 車両の加振試験」で得られた燃料油サービスタンク頂部における最大応

答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の荷重の組合

せ及び許容応力状態について，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

4-1 に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の許容応力を

表 4-2～表 4-3 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の使用材料の

許容応力評価条件について，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表

4-4 に示す。 



NT2 補② Ⅴ-2-10-1-4-2-1 R0 

 

6
 

 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 

常設代替高圧電源装置 

燃料油サービスタンク

（No.1～No.5） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（容器） 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6Su 左欄の1.5倍の値

＊

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，

疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次

応力の変動値が 2Sy 以下であれば，疲

労解析は行わない。 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊：2Sy を超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ ＰＶＢ－３

３００（同ＰＶＢ－３３１３を除く。また，Sm は 2/3Sy に読み替える。）の簡易弾塑

性解析を用いる。 

 

表 4-3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊1，2 

（ボルト以外） 

許容限界＊2
 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5･ｆｔ
 1.5･ｆs

  1.5･ｆｃ
 1.5･ｆｂ

  1.5･ｆｔ
  1.5･ｆs

  
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊1：「鋼構造設計規準 ＳＩ単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足さ

せる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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表 4-4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

部位 材質 
温度条件 

(℃) 

圧力条件 

(MPa) 

Sy 

(MPa) 

Su 

(MPa) 

F* 

(MPa) 
摘要 

胴板 

（タンク） 
SS400 

50 

（使用温度） 

0 

（大気開放） 
241 394 － － 

スカート SS400 
50 

（使用温度） 

0 

（大気開放） 
241 394 275 － 

取付ボルト SS400 
50 

（使用温度） 
－ 241 394 275 呼径 M16 
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4.4 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記  号 定  義 単 位 

A 容器胴の断面積 mm2 

Ask 容器スカートの断面積 mm2 

Ab ボルトの呼び径断面積 mm2 

As 容器胴のせん断断面積 mm2 

Assk 容器スカートのせん断断面積 mm2 

a、b 応力係数β 算定に用いる長方形の辺の長さ（タンク内径） mm 

aH 
水平地震加速度（加振試験で得られた燃料油サービスタンク

頂部の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直地震加速度（加振試験で得られた燃料油サービスタンク

頂部の最大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

E 胴板の縦弾性係数 MPa 

Esk スカートの縦弾性係数 MPa 

Fsb 取付ボルトへ作用するせん断荷重 N 

Ftb1 取付ボルトへ作用する引張荷重（短辺方向） N 

Ftb2 取付ボルトへ作用する引張荷重（長辺方向） N 

G 胴板のせん断弾性係数 MPa 

Gsk スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（9.80665） m/s2 

H 水頭高さ mm 

I 胴の断面２次モーメント mm4 

Isk スカートの断面２次モーメント mm4 

L1 支点から片側のボルト位置までの距離（短辺方向） mm 

L2 支点から片側のボルト位置までの距離（長辺方向） mm 

 1 容器重心からボルト位置までの距離（短辺方向） mm 

 2 容器重心からボルト位置までの距離（長辺方向） mm 

 g スカート上面から容器重心までの距離 mm 

 gsk 基礎からスカート重心までの距離 mm 

m0 満水質量 kg 

me 空質量 kg 
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記  号 定  義 単 位 

nb ボルトの全本数 － 

nfb1 引張が作用するボルトの本数（短辺方向） － 

nfb2 引張が作用するボルトの本数（長辺方向） － 

p 容器底部の最大圧力 MPa 

t 側板板厚 mm 

Z 容器胴の断面係数 mm3 

Zsk 容器スカートの断面係数 mm3 

β1 応力係数 － 

ρ 内容物（油）の密度 kg/mm3 

σ1 容器胴に作用する組合せ応力 MPa 

σs1 スカートに作用する圧縮応力（短辺方向） MPa 

σs2 スカートに作用する圧縮応力（長辺方向） MPa 

σs3 スカートに作用する軸方向応力 MPa 

σb1 取付ボルトに作用する引張応力（短辺方向） MPa 

σb2 取付ボルトに作用する引張応力（長辺方向） MPa 

σx 容器胴に作用する軸方向応力 MPa 

σx2 容器胴に作用する空質量による応力 MPa 

σx3 水平方向地震により容器胴板に作用する応力 MPa 

σxφ1 容器胴に作用する静水頭による応力 MPa 

σφ 容器胴の周方向応力 MPa 

σsb スカートに作用する曲げモーメントによる軸圧縮応力 MPa 

σsc スカートに作用する軸圧縮荷重による軸圧縮応力 MPa 

τ 水平方向地震により容器胴板に作用するせん断応力 MPa 

τs 水平方向地震により容器スカートに作用するせん断応力 MPa 

τsb 取付ボルトに作用するせん断応力 MPa 
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4.4.2 胴板（タンク）の応力計算 

応力評価は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に記載の平底たて置円筒形容器の評価式をベース

に矩形タンクの要素を考慮した評価式にて評価を行う。 

 

(1) 静水頭による応力σｘφ1 

2

2

1xφ1
t

ap
βσ  

ここで， 

β1：図 4-1 に基づく b/a に対する応力係数 

ここでは，b/a＝1.65 より，安全側にβ1＝0.6 とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 応力係数算出グラフ 

 

（機械工学便覧「材料力学」抜粋） 
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(2) 空質量による応力σx2 

A

agm
σ ve

x2  

 

(3) 水平方向地震による応力σx3，τ 

Z

am
σ gH0

x3  

s

H0

A

am
τ  

 

(4) 組合せ応力 

上記(1)～(3)項によって求めた胴の応力を以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

・周方向応力σφ 

σφ＝σｘφ1 

 

・軸方向応力σｘ 

σｘ＝σｘφ1＋σｘ2＋σｘ3 

 

・組合せ応力σ1 

組合せ応力は，周方向応力 σφ，軸方向応力 σｘ及びせん断応力 τ を組合せて算出

する。 

22

xφxφ1 τ4σσσσ
2

1
σ  

 

b. 一次応力 

一次応力は，一次一般膜応力に示す式により組合せ応力として算出した値と同じであ

る。 

 

4.4.3 スカートの応力計算 

(1) 満水質量による引張応力σs1，σs2 

sk

0
s1

A

gm
σ  

sk

V0
s2

A

am
σ  
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(2) 水平方向地震による応力σs3，τs 

sk

gskgH0
s3

Z

）（am
σ  

ssk

H0
s

A

am
τ  

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は，周方向応力 σφ，軸方向応力 σｘ及びせん断応力 τ を組合せて算出す

る。 

2

s

2

s3s2s1s τ3σσσσ  

 

(4) 座屈応力 

座屈応力は，軸圧縮荷重による軸圧縮応力 σｓｃと曲げモーメントによる軸圧縮応力 

σｓｂを組合せて評価する。 

s2s1sc σσσ  

s3sb σσ  

**
b

sb

c

sc

f1.5

σ

f1.5

σ
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4.4.4 取付けボルトの応力計算 

(1) 引張応力σb1，σb2 

1v0gskgH0

1

tb1 ）a（gm）（am
L

1
F  

bfb1

tb1
b1

An

F
σ  

2v0gskgH0

2

tb2 ）a（gm）（am
L

1
F  

bfb2

tb2
b2

An

F
σ  

 

(2) せん断応力 τsb 

Fsb＝m0･aH 

bb

sb
sb

An

F
τ  

 

(3) 組合せ応力 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３１３３に基づき次式で評価する。 

*

tb

*

tb f1.5,τ1.6f1.51.4min≦σ  
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4.5 応力評価条件 

4.5.1 取付ボルト（燃料油サービスタンク）の応力評価条件 

 (1) 機器要目 

    記号の説明については、「4.4.1 記号の説明」に示す。 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

ｔ 

(mm) 

ｇ 

(mm) 

ｇｓｋ 

(mm) 

ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ρ 

(kg/mm3) 

1500 645 6.0 329.0 654.0 640.0 1050.0 0.86×10-6

 

Ｈ 

(mm) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｉｓｋ 

(mm4) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓｋ 

(mm2) 

Ｚ 

(mm3) 

Ｚｓｋ 

(mm3) 

593.0 6.15×109 3.95×109 3.05×104 2.02×104 1.16×107 5.56×106 

 

Ａｓ 

(mm2) 

Ａｓｓｋ 

(mm2) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓｋ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓｋ 

(MPa) 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

1.26×104  6.90×103 2.01×105 2.01×105 7.73×104 7.73×104 560.0  775.0  

 

Ｌ１ 

(mm) 

Ｌ２ 

(mm) 

ｎｆｂ１ 

(-) 

ｎｆｂ２ 

(-) 

ｎｂ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

1120.0  1550.0 4 3 10 
201.1 

(M16) 

 

 (2) 設計用加速度 

減衰定数 

(%) 

固有周期 

Ｔ (s) 

設計用加速度（m/s2） 

水平 鉛直 

1.0 0.011 41.48 27.46 
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5. 評価結果 

 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.1～No.5）の重大事故等時の状態を考慮し

た場合の耐震評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力以下であり、耐震性を有することを

確認した。 

加振試験にて測定されたタンク頂部の応答加速度に対する構造強度評価結果を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 加振試験にて測定されたタンク頂部の応答加速度による評価結果 

評価部材 材料 応力 発生応力 許容応力 

胴板 SS400 

一次一般膜 

周方向 130 

236 軸方向 133 

組合せ一次 137 

スカート SS400 

組合せ 21 274 

座屈 0.06 1 

取付ボルト SS400 

引張 88 205 

せん断 31 157 

組合せ 88 205 

（応力の単位：MPa） 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強

度の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）が設

計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その

耐震評価は，応力評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有し

て い る こと は ，添 付書 類 「 Ⅴ -2-10-1-4-1-2  常 設代 替 高圧 電源 装 置 内燃 機 関

（No.6）の耐震性についての計算書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）は，重大事故等対処設備に

おいて常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の構造計画を表 2-1 に示

す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置

燃料油サービスタンク

（No.6） 

角型平底大気開放容器

車載式のディーゼル発

電装置で，燃料油サー

ビスタンクは，フレー

ム上に取付ボルトにて

固定する。 

図 2-1 

図 2-2 

 

  



 

2 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
2-
2
 
R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 常設代替高圧電源装置の燃料油サービスタンク（No.6）の配置図 

 

 

 

図 2-2 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の構造図 

 

  

燃料油サービスタンク
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の応力評価は，添付書類

「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許

容限界に基づき，「2.1 構造の説明」にて示す常設代替高圧電源装置燃料油サ

ービスタンク（No.6）の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に

発生する応力等が許容限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常

設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の「4. 車両の加振試験」で得られた車両

重心位置における最大応答加速度を用い，「4. 応力評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の耐震評価フローを図

2-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の耐震評価フロー 

  

ＪＥＡＧ式による応力算出 

燃料油サービスタンクの 

構造強度評価 

支持構造物の 

構造強度評価 

地震力による応力 

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

加振試験 
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3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の耐震評価は，耐震評価上

厳しくなる胴板及びスカート並びに取付ボルトを選定して実施する。 

 

4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 燃料油サービスタンクの応力計算モデルは 1 質点系モデルとし，燃料油サー

ビスタンクの重心位置に添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置

（No.6）の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた車両重

心位置の最大応答加速度の 1.2 倍が作用するものとする。 

 

(2) 回転中心相当である車軸を基点として，車両重心高さと燃料油サービスタン

クの重心高さまでの比を用いて割増した評価用加速度により発生応力を算出し，

応力評価を行う。 

 

(3) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用い

て計算する際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用

いて計算する。 

  ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値

を用いるものとする。 

 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

  



 

5 

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-1
0
-
1-
4
-
2-
2
 
R
0 

4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電

源装置置場及び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を

上回るように設定した入力地震動を用いて実施した，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-

1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性についての計算書」の「4. 

車両の加振試験」で得られた車両重心位置における最大床応答加速度を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の荷重の組合せ及び

許容応力状態について，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に

示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の許容応力を表 4-2

～表 4-3 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置燃料油サービスタンク（No.6）の使用材料の許容応

力評価条件について，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-4 に示

す。 



NT2 補② Ⅴ-2-10-1-4-2-2 R0 

 

6
 

 

表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 

常設代替高圧電源装置 

燃料油サービスタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（容器） 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6Su 左欄の1.5倍の値

＊

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，

疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次

応力の変動値が 2Sy 以下であれば，疲

労解析は行わない。 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊：2Sy を超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ ＰＶＢ－３

３００（同ＰＶＢ－３３１３を除く。また，Sm は 2/3Sy に読み替える。）の簡易弾塑

性解析を用いる。 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（その他の支持構造物） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊1，2 

（ボルト以外） 

許容限界＊2
 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5･ft* 1.5･fs* 1.5･fc* 1.5･fb* 1.5･ft* 1.5･fs* 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。）

注記 ＊1：「鋼構造設計規準 ＳＩ単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足さ

せる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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表 4-4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

部位 材質 
温度条件 

(℃) 

圧力条件 

(MPa) 

Sy 

(MPa) 

Su 

(MPa) 

F* 

(MPa) 
摘要 

胴板 

（タンク） 
SS400 

50 

（使用温度） 

0 

（大気開放） 
241 394 － － 

スカート SS400 
50 

（使用温度） 

0 

（大気開放） 
241 394 275 － 

取付ボルト SS400 
50 

（使用温度） 
－ 241 394 275 呼径 M16 
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4.4 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記  号 定  義 単 位 

A 容器胴の断面積 mm2 

Ask 容器スカートの断面積 mm2 

Ab ボルトの呼び径断面積 mm2 

As 容器胴のせん断断面積 mm2 

Assk 容器スカートのせん断断面積 mm2 

a、b 応力係数β 算定に用いる長方形の辺の長さ（タンク内径） mm 

aH 燃料油サービスタンクの重心高さでの設計用加速度（水平） m/s2 

 aH’ 
設計用水平加速度（加振試験で得られた車両重心位置での最

大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 燃料油サービスタンクの重心高さでの設計用加速度（鉛直） m/s2 

 aV’ 
設計用鉛直加速度（加振試験で得られた車両重心位置での最

大応答加速度の 1.2 倍） 
m/s2 

E 胴板の縦弾性係数 MPa 

Esk スカートの縦弾性係数 MPa 

Fsb 取付ボルトへ作用するせん断荷重 N 

Ftb1 取付ボルトへ作用する引張荷重（短辺方向） N 

Ftb2 取付ボルトへ作用する引張荷重（長辺方向） N 

G 胴板のせん断弾性係数 MPa 

Gsk スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（9.80665） m/s2 

H 水頭高さ mm 

hG 車両の回転中心相当位置（車軸高さ）から車両重心高さ m/s2 

 hG’ 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）から燃料油サービスタ

ンクの重心高さ 
m/s2 

I 胴の断面２次モーメント mm4 

Isk スカートの断面２次モーメント mm4 

L1 支点から片側のボルト位置までの距離（短辺方向） mm 

L2 支点から片側のボルト位置までの距離（長辺方向） mm 

 1 容器重心からボルト位置までの距離（短辺方向） mm 
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記  号 定  義 単 位 

 2 容器重心からボルト位置までの距離（長辺方向） mm 

 g スカート上面から容器重心までの距離 mm 

 gsk 基礎からスカート重心までの距離 mm 

m0 満水質量 kg 

me 空質量 kg 

nb ボルトの全本数 － 

nfb1 引張が作用するボルトの本数（短辺方向） － 

nfb2 引張が作用するボルトの本数（長辺方向） － 

p 容器底部の最大圧力 MPa 

t 側板板厚 mm 

Z 容器胴の断面係数 mm3 

Zsk 容器スカートの断面係数 mm3 

αH 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度

（保守的に 0 とする）（水平） 
－ 

αV 
車両の回転中心相当位置（車軸高さ）における床応答加速度

（保守的に 0 とする）（鉛直） 
－ 

β1 応力係数 － 

ρ 内容物（油）の密度 kg/mm3 

σ1 容器胴に作用する組合せ応力 MPa 

σs1 スカートに作用する圧縮応力（短辺方向） MPa 

σs2 スカートに作用する圧縮応力（長辺方向） MPa 

σs3 スカートに作用する軸方向応力 MPa 

σb1 取付ボルトに作用する引張応力（短辺方向） MPa 

σb2 取付ボルトに作用する引張応力（長辺方向） MPa 

σx 容器胴に作用する軸方向応力 MPa 

σx2 容器胴に作用する空質量による応力 MPa 

σx3 水平方向地震により容器胴板に作用する応力 MPa 

σxφ1 容器胴に作用する静水頭による応力 MPa 

σφ 容器胴の周方向応力 MPa 

σsb スカートに作用する曲げモーメントによる軸圧縮応力 MPa 

σsc スカートに作用する軸圧縮荷重による軸圧縮応力 MPa 

τ 水平方向地震により容器胴板に作用するせん断応力 MPa 
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記  号 定  義 単 位 

τs 水平方向地震により容器スカートに作用するせん断応力 MPa 

τsb 取付ボルトに作用するせん断応力 MPa 
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4.4.2 胴板（タンク）の応力計算 

応力評価は，ＪＥＡＧ４６０１-1987 に記載の平底たて置円筒形容器の評価式をベース

に矩形タンクの要素を考慮した評価式にて評価を行う。応力評価にあたっては，回転中心

相当である車軸を基点とした車両重心高さと燃料油サービスタンクの重心高さまでの比を

用いて，設計用加速度の割り増しを行う。設計用加速度の割り増し概要図を図 5-1 に示す。 

 

＜評価位置高さにおける最大応答加速度の計算式＞ 

aH（aV）／aH’（aV’）＝hG’／hG 

aH（aV）＝(hG’／hG)×aH’（aV’） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 設計用加速度（応力評価）の割り増し概要図 

  

aH，aV 

hG 

車両重心 

hG’ 

αH,αV 

回転中心相当位置（車軸高さ） 

燃料油サービスタンク

の重心高さ 

aH’，aV’ 
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 (1) 静水頭による応力σｘφ1 

2

2

1xφ1
t

ap
βσ  

ここで， 

β1：図 4-1 に基づく b/a に対する応力係数 

ここでは，b/a＝1.65 より，安全側にβ1＝0.6 とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 応力係数算出グラフ 

 

（機械工学便覧「材料力学」抜粋） 
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(2) 空質量による応力σx2 

A

agm
σ ve

x2  

 

(3) 水平方向地震による応力σx3，τ 

Z

am
σ gH0

x3  

s

H0

A

am
τ  

 

(4) 組合せ応力 

上記(1)～(3)項によって求めた胴の応力を以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

・周方向応力σφ 

σφ＝σｘφ1 

 

・軸方向応力σｘ 

σｘ＝σｘφ1＋σｘ2＋σｘ3 

 

・組合せ応力σ1 

組合せ応力は，周方向応力 σφ，軸方向応力 σｘ及びせん断応力 τ を組合せて算出

する。 

22

xφxφ1 τ4σσσσ
2

1
σ  

 

b. 一次応力 

一次応力は，一次一般膜応力に示す式により組合せ応力として算出した値と同じであ

る。 

 

4.4.3 スカートの応力計算 

(1) 満水質量による引張応力σs1，σs2 

sk

0
s1

A

gm
σ  

sk

V0
s2

A

am
σ  
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(2) 水平方向地震による応力σs3，τs 

sk

gskgH0
s3

Z

）（am
σ  

ssk

H0
s

A

am
τ  

 

(3) 組合せ応力 

組合せ応力は，周方向応力 σφ，軸方向応力 σｘ及びせん断応力 τ を組合せて算出す

る。 

2

s

2

s3s2s1s τ3σσσσ  

 

(4) 座屈応力 

座屈応力は，軸圧縮荷重による軸圧縮応力 σｓｃと曲げモーメントによる軸圧縮応力 

σｓｂを組合せて評価する。 

s2s1sc σσσ  

s3sb σσ  

**
b

sb

c

sc

f1.5

σ

f1.5

σ
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4.4.4 取付けボルトの応力計算 

(1) 引張応力σb1，σb2 

1v0gskgH0

1

tb1 ）a（gm）（am
L

1
F  

bfb1

tb1
b1

An

F
σ  

2v0gskgH0

2

tb2 ）a（gm）（am
L

1
F  

bfb2

tb2
b2

An

F
σ  

 

(2) せん断応力 τsb 

Fsb＝m0･aH 

bb

sb
sb

An

F
τ  

 

(3) 組合せ応力 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３１３３に基づき次式で評価する。 

* *

b t b t
σ≦min 1.4 1.5 f 1.6τ,1.5 f  
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4.5 応力評価条件 

4.5.1 取付ボルト（燃料油サービスタンク）の応力評価条件 

 (1) 機器要目 

    記号の説明については、「4.4.1 記号の説明」に示す。 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

ｔ 

(mm) 

ｇ 

(mm) 

ｇｓｋ 

(mm) 

ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ρ 

(kg/mm3) 

1500 645 6.0 329.0 654.0 640.0 1050.0 0.86×10-6

 

Ｈ 

(mm) 

Ｉ 

(mm4) 

Ｉｓｋ 

(mm4) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓｋ 

(mm2) 

Ｚ 

(mm3) 

Ｚｓｋ 

(mm3) 

593.0 6.15×109 3.94×109 3.05×104 2.02×104 1.16×107 5.56×106 

 

Ａｓ 

(mm2) 

Ａｓｓｋ 

(mm2) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｅｓｋ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

Ｇｓｋ 

(MPa) 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

1.26×104  6.90×103 2.01×105 2.01×105 7.73×104 7.73×104 560.0  775.0  

 

Ｌ１ 

(mm) 

Ｌ２ 

(mm) 

ｎｆｂ１ 

(-) 

ｎｆｂ２ 

(-) 

ｎｂ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

1120.0 1550.0 4 3 10 
201.1 

(M16) 

 

 (2) 設計用加速度 

減衰定数 

(%) 

固有周期 

Ｔ (s) 

設計用加速度（m/s2） 

水平 鉛直 

1.0 0.011 （追而） （追而） 
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5. 評価結果 

 常設代替高圧電源装置の燃料油サービスタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生応力は許容応力以下であり、耐震性を有することを確認した。 

加振試験にて測定されたタンク頂部の応答加速度に対する構造強度評価結果を第 5-1 表に示

す。 

 

第 5-1 表 加振試験にて測定されたタンク頂部の応答加速度による評価結果 

評価部材 材料 応力 発生応力 許容応力 

胴板 SS400 

一次一般膜 

周方向 （追而） 

（追而） 軸方向 （追而） 

組合せ一次 （追而） 

スカート SS400 

組合せ （追而） （追而） 

座屈 （追而） （追而） 

取付ボルト SS400 

引張 （追而） 205 

せん断 （追而） 157 

組合せ （追而） 205 

（応力の単位：MPa） 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）が設計用地震力に対して十

分な構造強度，動的機能及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価

は応力評価及び機能維持評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有していることは，

添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-1「常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性について

の計算書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示

す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置発電機の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置

発電機（No.1～No.5）

防滴保護，空気冷却自己 

自由通風型三相交流発電機

車載式のディーゼル発電装

置で，発電機は内燃機関と

共通台板に取付ボルトにて

固定する。 

図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 
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図 2-1 常設代替高圧電源装置車両（No.1～No.5）の構造図 

図 2-2 常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の配置図 

図 2-3 常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の外形図 

コンテナ（発電装置本体） コンテナ（遮断器盤）

フレーム
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説

明」にて示す発電機の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に作用する応力等

が許容限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-1 常設代替高圧電源装置内燃機関

（No.1～No.5）の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度

を用い，「4. 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 

機能維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能

確認済加速度以下であることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-1 常設代替高圧電源装置内燃機

関（No.1～No.5）の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速

度を用い，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の耐震評価フローを図 2-4 に示す。 
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図 2-4 常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の耐震評価フロー 

  

加振試験 

設計用加速度及び機能確認済加速度の測定 

ＪＥＡＧ式に 

よる応力算出 

地震力による 

応力 

発電機の 

構造強度評価 

発電機の 

機能維持評価 

設計用地震力 
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3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる発電機の取

付ボルトを選定して実施する。 

 

4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 解析モデルは，1 質点系モデルとし，発電機の重心位置に地震荷重，発電機の運転による

加速度及び発電機運転により働くモーメントが作用するものとする。 

 

(2) 発電機は，ＪＥＡＧ ４６０１－1987 に従い一つの剛体として取り扱うこととする。 

 

(3) 加振試験により測定された発電機頂部における最大応答加速度の 1.2倍を用いて発生応力

を算出し，応力評価を行う。 

 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置場及び

西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定した入力地

震動を用いて実施した，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～

No.5）の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた発電機頂部における最大

応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の許容応力を表 4-2 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 



NT2 補② Ⅴ-2-10-1-4-4-1 R0 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置発電機 

（No.1～No.5） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処設備）） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

                   注記 ＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

強度区分 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

10.9＊ 
40 

（雰囲気温度）
900 1000 700 

            注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ １０５１に規定される材料を使用。 
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4.3 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 
水平地震加速度（加振試験で得られた発電機頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直地震加速度（加振試験で得られた発電機頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

ap 回転体振動による加速度 m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hG 取付面から発電機重心までの高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸直角方向） 
mm 

L2 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸直角方向） mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L2X 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸方向） mm 

m 発電機の質量 kg 

Mp 回転体回転により働くモーメント N･mm 

n 取付ボルト総本数 本 

n1 軸方向及び軸直角方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

p 回転体の許容振幅 μm 

P 発電機出力 kW 

R 発電機定格回転数 min 1 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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4.4.2 応力計算方法 

発電機取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-

1-1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性についての計算書，4. 車

両の加振試験」で得られた設計用加速度を用いて実施する。 

 

4.4.3 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受けるも

のとして計算する。 

 

図 4-1 発電機 取付ボルトの計算モデル図 
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第 4-1 図に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

【軸直角方向の引張応力計算式】 

1bt1

2PVPGPH
bt LAn

ＬaagmMhaa m σ  

 

【軸方向の引張応力計算式】 

1Xbt1

2XPVGPH
bt LAn

Laagmhaam σ
 

 

σbtは、上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，回転体回転によるモーメント Mp は，発電機の出力及び定格回転数を考慮して

定める値である。回転体振動による加速度 aP は，回転体の許容振幅及び発電機の定格回

転数を考慮して定める値である。 

 

【回転体回転によるモーメントの計算式】 

610
2
60

Rπ
PM P  

 

【回転体振動による加速度の計算式】 

2
10p

60
Rπ2　a

62

P
 

 

4.4.4 せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

PH
b An

aamτ
 

 

4.4.5 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３

１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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5 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の地震時及び地震後の機能維持評価について，以

下に示す。 

 

5.1 評価方法 

車両に搭載している発電機の動的機能維持を確認した機能確認済加速度と設置場所の最大床

加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認することで実

施する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 1.37 

鉛 直 1.41 

 

6. 評価結果 

常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）について，耐震計算結果を次頁以降に示す。発生

値は許容応力以下であり、耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の

加速度は機能維持確認済加速度以下であり、基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されること

を確認した。 
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東海第二発電所 常設代替高圧電源装置発電機（No.1～No.5）の耐震計算書 

1．設計条件

2．設計用加速度と評価用加速度 

3．機器要目

4．結 果 

4.1 取付ボルトの応力評価結果 

評価応力は全て許容値以下である。 

4.2  発電機の機能維持評価結果 

評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

発電機 
水平 0.46 1.37 

鉛直 0.42 1.41 

評価用加速度(1.0ZPA)は，すべて機能確認済加速度以下である。 

設備分類 
設置場所 

(m) 

取付ボルト 

配置状態 

取付ボルト評価温度 

(℃) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 EL.
矩形配置 

40 

（使用温度） 

減衰定数 

(％) 

評価用加速度(m/s2) 

（機能維持評価） 

設計用加速度(m/s2) 

（応力評価） 

回転体振動による 

加速度(m/s2) 回転によるモーメント（取付ボルトのみ） 

Mp(N･mm) 

水 平 鉛 直 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 
水 平 

(ap) 

鉛 直 

(ap) 

1.0 4.51 4.12 40.9 30.3 3.71 3.71 8785352.9 

評価部位 
m 

(kg) 

hG 

(mm) 

Abt
(mm2) 

n 

(本) 

n1 

(本) 

L1 

(mm) 

L2 

(mm) 

L1X 

(mm) 

L2X 

(mm) 

R 

(min 1) 

P 

(kW) 

p 

(μm) 

取付ボルト 452.3 4 2 889.0 444.5 1460.5 752.35 1500 1380 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト 10.9 

引 張 276 525 

せん断 147 403 

組合せ 276 499 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置発電機（No.6）が設計用地震力に対して十分な構

造強度，動的機能及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応力

評価及び機能維持評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有していることは，

添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性についての計算

書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の構造計画 

設備名称 

計画の概要 

説明図 

主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置

発電機（No.6） 

防滴保護，空気冷却自己

自由通風型三相交流発電

機 

車載式のディーゼル発電

装置で，発電機は内燃機

関と共通台板に取付ボル

トにて固定する。 

図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 
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図 2-1 常設代替高圧電源装置（No.6）の構造図 

図 2-1 常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の配置図 

 

 

 

図 2-3 常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の外形図 

  

コンテナ（発電装置本体） コンテナ（遮断器盤） 

フレーム 
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説明」に

て示す発電機の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定する箇所に作用する応力等が許容

限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）

の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，「4. 

応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が機能確認

済加速度以下であることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関

（No.6）の耐震性についての計算書，4. 車両の加振試験」で得られた最大応答加速度を用い，

「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」

に示す。 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の耐震評価フローを図 2-4 に示す。 
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図 2-4 常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の耐震評価フロー 

  

加振試験 

設計用加速度及び機能確認済加速度の測定 

ＪＥＡＧ式に 

よる応力算出 

地震力による 

応力 

発電機の 

構造強度評価 

発電機の 

機能維持評価 

設計用地震力 
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3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる発電機の取付ボル

トを選定して実施する。 

 

4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 解析モデルは，1 質点系モデルとし，発電機の重心位置に地震荷重，発電機の運転による

加速度及び発電機運転により働くモーメントが作用するものとする。 

 

(2) 発電機は，ＪＥＡＧ ４６０１－1987 に従い一つの剛体として取り扱うこととする。 

 

(3) 加振試験により測定された発電機頂部における最大応答加速度の 1.2倍を用いて発生応力

を算出し，応力評価を行う。 

 

(4) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置場及び

西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定した入力地

震動を用いて実施した「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性に

ついての計算書」の「4. 車両の加振試験」で得られた発電機頂部における最大応答加速度の

1.2 倍を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の許容応力を表 4-2 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等

対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用電源 

設備 

非常用発電 

装置 

常設代替高圧電源

装置発電機

（No.6） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処設備）） 

許容 

応力 

状態 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

                   注記 ＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

強度区分 
評価温度 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

10.9＊ 
40 

（雰囲気温度）
900 1000 700 

            注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ １０５１に規定される材料を使用。 
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4.3 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 
水平地震加速度（加振試験で得られた発電機頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直地震加速度（加振試験で得られた発電機頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

ap 回転体振動による加速度 m/s2 

g 重力加速度 (＝9.80665) m/s2 

hG 取付面から発電機重心までの高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸直角方向） 
mm 

LG 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸直角方向） mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

L2X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（軸方向） 
mm 

LGX 支点となる取付ボルトから重心までの距離（軸方向） mm 

m 発電機の質量 kg 

Mp 回転体回転により働くモーメント N･mm 

n 取付ボルト総本数 本 

n1 軸方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

n2 軸直角方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

p 回転体の許容振幅 μm 

P 発電機出力 kW 

R 発電機定格回転数 min 1 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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4.4.2 応力計算方法 

発電機取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-

1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性についての計算書，4. 車両の加

振試験」で得られた設計用加速度を用いて実施する。 

 

4.4.3 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受けるも

のとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 発電機 取付ボルトの計算モデル図 
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第 4-1 図に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

【軸直角方向の引張応力計算式】 

H P G P V P G
bt

1 bt 1

m  a a h M m g a a L
σ  

n A L
 

 

【軸方向の引張応力計算式】 

H P G V P GX 1X
bt 2 2

2 1X 2X bt

{m a a h m g a a L } L
σ  

n (L L ) A
 

 

σbtは、上式で得られる大きい方の値とする。 

 

ここで，回転体回転によるモーメント Mp は，発電機の出力及び定格回転数を考慮して

定める値である。回転体振動による加速度 aP は，回転体の許容振幅及び発電機の定格回

転数を考慮して定める値である。 

 

【回転体回転によるモーメントの計算式】 

610
2
60

Rπ
PM P  

 

【回転体振動による加速度の計算式】 

2
10p

60
Rπ2　a

62

P
 

 

4.4.4 せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

PH
b An

aamτ
 

 

4.4.5 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３

１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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5 機能維持評価 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の地震時及び地震後の機能維持評価について，以下に示

す。 

 

5.1 評価方法 

車両に搭載している発電機の動的機能維持を確認した機能確認済加速度と設置場所の最大床

加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認することで実

施する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水 平 2.04 

鉛 直 1.19 

 

6. 評価結果 

常設代替高圧電源装置発電機（No.6）について，耐震計算結果を次頁以降に示す。発生値は許

容応力以下であり、耐震性を有することを確認した。また，常設代替高圧電源装置置場の加速度

は機能維持確認済加速度以下であり、基準地震動Ｓｓに対して動的機能が維持されることを確認

した。 
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東海第二発電所 常設代替高圧電源装置発電機（No.6）の耐震計算書 

1．設計条件

2．設計用加速度と評価用加速度 

3．機器要目

4．結 果 

4.1 取付ボルトの応力評価結果 

評価応力は全て許容値以下である。 

4.2  発電機の機能維持評価結果 

評価用加速度 

(×9.8 m/s2) 

機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

発電機 
水平 0.46 2.04 

鉛直 0.42 1.19 

評価用加速度(1.0ZPA)は，すべて機能確認済加速度以下である。 

設備分類 
設置場所 

(m) 

取付ボルト 

配置状態 

取付ボルト評価温度 

(℃) 

常設耐震／防止 

常設／緩和 EL.
矩形配置 

40 

（使用温度） 

減衰定数 

(％) 

評価用加速度(m/s2) 

（機能維持評価） 

設計用加速度(m/s2) 

（応力評価） 

回転体振動による 

加速度(m/s2) 回転によるモーメント（取付ボルトのみ） 

Mp(N･mm) 

水 平 鉛 直 水 平 (aH) 鉛 直 (aV) 
水 平 

(ap) 

鉛 直 

(ap) 

1.0 4.51 4.12 （追而） （追而） 3.71 3.71 8785352.9 

評価部位 
m 

(kg) 

hG 

(mm) 

Abt
(mm2) 

n 

(本) 

n1 

(本) 

n2 

(本) 

L1 

(mm) 

LG 

(mm) 

L1X 

(mm) 

L2X 

(mm) 

LGX 

(mm) 

R 

(min 1) 

P 

(kW) 

p 

(μm) 

取付ボルト 380.1 6 3 2 890 445 1128 564 478 1500 1380 

評価部位 材 料 評価応力 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

取付ボルト 10.9 

引 張 （追而） （追而） 

せん断 （追而） （追而） 

組合せ （追而） （追而） 
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Ⅴ-2-10-1-4-5-1 常設代替高圧電源装置制御盤 

（No.1～No.5） 

の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）が設計用地震力に対して十

分な構造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応力評価

及び機能維持評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有していることは，

添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性について

の計算書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重

大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示

す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置 

制御盤（No.1～No.5） 
自立閉鎖型 

車載式のディーゼル発電装置

で，制御盤は取付ボルトにて車

体に固定する。 

図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 常設代替高圧電源装置（No.1～No.5）の構造図 

 

 

コンテナ（発電装置本体） コンテナ（遮断器盤） 

フレーム 
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図 2-2 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2-3 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の外形図 
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説

明」にて示す常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」

にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-

1 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.1～No.5）の耐震性についての計算書」の「4. 車両

の加振試験」で得られた制御盤頂部における最大応答加速度を用い，「4. 応力評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。また，常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の機

能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方

針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維

持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の耐震評価フローを図 2-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 2-4 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の耐震評価フロー 

 

3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる取付ボルト

を選定して実施する。 

加振試験 

地震力による応力 

制御盤の構造強度評価 

設計用地震力 

制御盤の電気的機能維持評価 

設計用加速度及び機能確認済加速度の算出 

ＪＥＡＧ式による応力算出 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の応力計算モデルは，1 質点系モデルとする。 

 

(2) 加振試験により得られた制御盤頂部における最大応答加速度の 1.2 倍を用いて発生応力を

算出し，応力評価を行う。 

 

(3) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

 ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置場及

び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定した入力

地震動を用いて実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，制御盤頂部における最大応答加

速度の 1.2倍を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の許容応力を表 4-2 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の使用材料の許容応力評価条件について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 

常設代替高圧電源装置 

制御盤（No.1～No.5） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2

 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記 ＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 強度区分 
評価温度 

(℃) 

Sy 

(MPa) 

Su 

(MPa) 

F＊ 

(MPa) 

取付ボルト 10.9＊ 
40 

(雰囲気温度) 
900 1000 700 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ １０５１に規定される材料を使用。 
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4.4 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 
水平地震加速度（加振試験で得られた制御盤頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直地震加速度（加振試験で得られた制御盤頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

g 重力加速度（=9.80665） m/s2 

hG 取付面から制御盤重心までの高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（短辺方向） 
mm 

 1 支点となる取付ボルトから重心までの距離（短辺方向） mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（長辺方向） 
mm 

L2X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（長辺方向） 
mm 

 1X 支点となる取付ボルトから重心までの距離（長辺方向） mm 

m 制御盤の質量 kg 

n 取付ボルト総本数 本 

n1 短辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

n2 長辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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4.4.2 応力計算方法 

取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，ＪＥＡＧ４６０１－1987 の評

価式にて評価を行う。 

 

4.4.3 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受けるも

のとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 制御盤 取付ボルトの計算モデル図 

 

  

hG 

 １ 

L1 
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図 4-1 に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

【長辺方向の引張応力計算式】 

bt
2

2X
2

1X1

1X1XVGH
bt ALLn

Lagmha m σ  

 

【短辺方向の引張応力計算式】 

1bt2

1VGH
bt LAn

agmham σ
 

 

σbtは，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

4.4.4 せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

H
b An

amτ
 

 

4.4.5 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３

１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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4.5 応力評価条件 

(1)盤関係 

項目 記号 単位 数値 

取付ボルト軸断面積 Abt mm2 78.5(M10) 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から制御盤重心までの高さ hG mm 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付

ボルトまでの距離（短辺方向） 
L1 mm 

支点となる取付ボルトから重心までの距離（短

辺方向） 
 1 mm 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付

ボルトまでの距離（長辺方向） 
L1X mm 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付

ボルトまでの距離（長辺方向） 
L2X mm 

支点となる取付ボルトから重心までの距離（長

辺方向） 
 1X mm 

制御盤の質量 m kg 

取付ボルト総本数 n 本 

短辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 n1 本 2 

長辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 n2 本 3 

 

(2)設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

(m/s2) 

水平 aH 32.6 

鉛直 aV 32.8 
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5. 機能維持評価 

 常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の地震後の機能維持評価について，以下に示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

車両に搭載している常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の電気的機能維持を確

認した機能確認済加速度と設置場所の最大床加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能

確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

項目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水平 1.37 

鉛直 1.41 
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6. 評価結果 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.1～No.5）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容応力以下であり、耐震性を有することを確認した。また、常設

代替高圧電源装置置場の加速度は機能確認済加速度以下であり、基準地震動Ｓｓに対して電気的

機能が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を表 6-1 に示す。また、電気的機能維持評価結果を表 6-

2 に示す。 
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表 6-1 基準地震動Ｓｓによる評価結果(Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ) 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力 許容応力 

MPa MPa 

非
常
用
電
源
設
備 

非常用発電
装置 

常設代替高圧 
電源装置制御盤
（No.1～No.5）

取付ボルト 

引張応力 42 525 

せん断応力 7 403 

組合せ応力 42 525 

     注 ：引張応力( bt )とせん断応力( bs )との組合せ応力の許容応力は、Min(1.4･1.5ft －1.6 bs ，1.5ft )とする。 

 

 

表 6-2 電気的機能維持評価結果（重大事故等対処設備） 

評価対象設備 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8m/s２) 鉛直加速度(×9.8m/s２) 

評価用 
加速度 

機能確認済 
加速度 

評価用 
加速度 

機能確認済 
加速度 

非
常
用
電
源
設
備 

非常用発電 
装置 

常設代替高圧電源装置
制御盤（No.1～No.5）

0.46 1.37 0.42 1.41 

 評価用加速度(1.0ZPA)は，すべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は応力評価及び機

能維持評価により行う。 

また，間接支持構造物である車両が設計用地震力に対して十分な支持機能を有していることは，

添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性についての計算

書」で説明している。 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）は，重大事故等対処設備において常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

常設代替高圧電源装置 

制御盤（No.6） 
自立閉鎖型 

車載式のディーゼル発電装置

で，制御盤は取付ボルトにて車

体に固定する。 

図 2-1 

図 2-2 

図 2-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 常設代替高圧電源装置（No.6）の構造図 

コンテナ（発電装置本体） コンテナ（遮断器盤） 

フレーム 
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図 2-2 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

図 2-3 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の外形図 
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2.2 評価方針 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造の説明」に

て示す常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の部位を踏まえ「3. 耐震評価箇所」にて設定す

る箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，添付書類「Ⅴ-2-10-1-4-1-2 常設代

替高圧電源装置内燃機関（No.6）の耐震性についての計算書」の「4. 車両の加振試験」で測

定された最大応答加速度を用い，「4. 応力評価」にて示す方法にて確認することで実施する。 

また，常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の機能維持評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的

機能確認済加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の耐震評価フローを図 2-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 2-4 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の耐震評価フロー 

 

3. 耐震評価箇所 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる取付ボルトを選定

して実施する。 

加振試験 

地震力による応力 

制御盤の構造強度評価 

設計用地震力 

制御盤の電気的機能維持評価 

設計用加速度及び機能確認済加速度の算出 

ＪＥＡＧ式による応力算出 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の応力計算モデルは，1 質点系モデルとする。 

 

(2) 加振試験により得られた制御盤頂部における最大応答加速度の 1.2 倍を用いて発生応力を

算出し，応力評価を行う。 

 

(3) 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算する際

に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

 ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 設計用地震力 

耐震計算に用いる設計用地震力には，添付書類「Ⅴ-2-2-22 常設代替高圧電源装置置場及

び西側淡水貯水設備の地震応答計算書」にて設定した床応答曲線を上回るように設定した入力

地震動を用いて実施した実施した「4. 車両の加振試験」で得られた，制御盤頂部における最

大応答加速度の 1.2 倍を用いる。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 4-1 に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の許容応力を表 4-2 に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力評価条件 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の使用材料の許容応力評価条件について，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4-3 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

非常用 

電源設備 

非常用 

発電装置 

常設代替高圧電源装置 

制御盤（No.6） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2

 

Ｄ+ＰＤ+ＭＤ+Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4-2 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

（ボルト等） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ
  1.5・ｆｓ

  ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記 ＊：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部位 強度区分 
評価温度 

(℃) 

Sy 

(MPa) 

Su 

(MPa) 

F＊ 

(MPa) 

取付ボルト 10.9＊ 
40 

(雰囲気温度) 
900 1000 700 

注記 ＊：ＪＩＳ Ｂ １０５１に規定される材料を使用。 
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4.4 応力評価方法 

4.4.1 記号の説明 

記 号 定 義 単 位 

Abt 取付ボルト軸断面積 mm2 

aH 
水平地震加速度（加振試験で得られた制御盤頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

aV 
鉛直地震加速度（加振試験で得られた制御盤頂部の最大応答加

速度の 1.2 倍） 
m/s2 

g 重力加速度（=9.80665） m/s2 

hG 取付面から制御盤重心までの高さ mm 

L1 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（短辺方向） 
mm 

 1 支点となる取付ボルトから重心までの距離（短辺方向） mm 

L1X 
支点となる取付ボルトから評価対象となる取付ボルトまでの距

離（長辺方向） 
mm 

 1X 支点となる取付ボルトから重心までの距離（長辺方向） mm 

m 制御盤の質量 kg 

n 取付ボルト総本数 本 

n1 短辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

n2 長辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 本 

σbt 取付ボルト引張応力 MPa 

τb 取付ボルトせん断応力 MPa 
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4.4.2 応力計算方法 

取付ボルトの応力評価を行う。応力評価にあたっては，ＪＥＡＧ４６０１－1987 の評

価式にて評価を行う。 

 

4.4.3 引張応力の評価 

引張応力は，取付ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルトで受けるも

のとして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 制御盤 取付ボルトの計算モデル図 

 

図 4-1 に示すモーメントのつり合い式より以下の各計算式が得られる。 

【長辺方向の引張応力計算式】 

H G V 1X
bt

1 bt 1X

m  a h m g a
σ  

n A L
 

 

 

hG 

 １ 

L1 

制御盤 

取付ボルト 

L1X 

 1X 
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【短辺方向の引張応力計算式】 

1bt2

1VGH
bt LAn

agmham σ
 

 

σbtは，上式で得られる大きい方の値とする。 

 

4.4.4 せん断応力の評価 

せん断応力は，全ボルトで受けるものとして計算する。 

bt

H
b An

amτ
 

 

4.4.5 組合せ応力の評価 

引張応力とせん断応力の組合せ応力をＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 ＳＳＢ－３

１３３に基づき次式で評価する。 

*
tb

*
tbt f5.1,τ6.1f5.14.1min≦σ  
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4.5 応力評価条件 

(1)盤関係

項目 記号 単位 数値 

取付ボルト軸断面積 Abt mm2 78.5(M10) 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

取付面から制御盤重心までの高さ hG mm 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付

ボルトまでの距離（短辺方向） 
L1 mm

支点となる取付ボルトから重心までの距離（短

辺方向） 
1 mm 

支点となる取付ボルトから評価対象となる取付

ボルトまでの距離（長辺方向） 
L1X mm

支点となる取付ボルトから重心までの距離（長

辺方向） 
1X mm 

制御盤の質量 m kg 

取付ボルト総本数 n 本 

短辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 n1 本 2

長辺方向に設けた取付ボルトの片側本数 n2 本 2

(2)設計用加速度

項目 記号 
設計用加速度 

(m/s2) 

水平 aH （追而） 

鉛直 aV （追而） 
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5. 機能維持評価 

 常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の地震後の機能維持評価について，以下に示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

車両に搭載している常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の電気的機能維持を確認した

機能確認済加速度と設置場所の最大床加速度を比較し，地震時の応答加速度が機能確認済

加速度以下であることを確認することで実施する。 

機能確認済加速度を表 5-1 に示す。 

 

表 5-1 機能確認済加速度 

項目 
機能確認済加速度 

(×9.8 m/s2) 

水平 2.04 

鉛直 1.19 
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6. 評価結果 

常設代替高圧電源装置制御盤（No.6）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を

以下に示す。発生値は許容応力以下であり，耐震性を有することを確認した。また，また、常設

代替高圧電源装置置場の加速度は機能確認済加速度以下であり、基準地震動Ｓｓに対して電気的

機能が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を表 6-1 に示す。また，電気的機能維持評価結果を表 6-

2 に示す。 
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表 6-1 基準地震動Ｓｓによる評価結果(Ｄ+ＰＳＡＤ+ＭＳＡＤ+Ｓｓ) 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力 許容応力 

MPa MPa 

非
常
用
電
源
設
備 

非常用発電
装置 

常設代替高圧 
電源装置制御盤

（No.6） 
取付ボルト 

引張応力 （追而） 525 

せん断応力 （追而） 403 

組合せ応力 （追而） 525 

注 ：引張応力( bt )とせん断応力( bs )との組合せ応力の許容応力は，Min(1.4･1.5ft －1.6 bs ，1.5ft )とする。 

 

表 6-2 電気的機能維持評価結果（重大事故等対処設備） 

評価対象設備 

機能確認済加速度との比較 

水平加速度(×9.8 m/s2) 鉛直加速度(×9.8 m/s2) 

評価用 
加速度 

機能確認済
加速度 

評価用 
加速度 

機能確認済 
加速度 

非
常
用
電
源
設
備 

非常用発電
装置 

常設代替高圧電源装置
制御盤（No.6） 

0.46 2.04 0.42 1.19 

         評価用加速度(1.0ZPA)は，すべて機能確認済加速度以下である。 




